


平成 25 年 12 月 4 日

各都道府県介護保険担当主管部（局）

各市区町村介護保険担当主管部（局） 御中

厚生労働省老健局 老人保健課

第 9 回 社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会の審議結果について

介護保険制度の推進につきまして、日頃より格別のご尽力を賜り厚く御礼申し上げます。

今般、第９回社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会が開催され、介護

保険サービスに関する消費税の取扱い等について御議論頂いたところです。このうち、区

分支給限度基準額については、消費税率引上げへの際の重要な論点として、「消費税引上げ

に伴う介護報酬への上乗せ対応を行うことにより、従前と同量のサービスを利用している

にもかかわらず、区分支給限度基準額を超える可能性があること、平成 27年度に予定され

ている消費税 10％引上げ時には、通常の改定時の対応に加えて、今回の消費税引上げ時の

対応と同様のシステム改修を要する可能性があることに留意しつつ、結論を得るよう介護

給付費分科会に付言する。」ということで意見の一致を見たところです。

当該意見を踏まえ、本年 12 月 10 日の社会保障審議会介護給付費分科会（以下、「分科会」

という。）において、消費税率引上げ時の区分支給限度基準額の対応方針が審議されます。

区分支給限度額の引上げを実施することとなった場合、保険者のシステムに影響を及ぼし

改修が必要となることも考えられるため、各都道府県及び各市町村におかれましては、分

科会における審議の結果にご留意いただくと共に、関係者との情報共有等にご配慮頂きま

すよう宜しくお願い申し上げます。同日の分科会の状況を見て改めて連絡致します。






















